
早稲田大学・法学学術院（法務研究科・法務教育研究センター）・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８９

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

国際法の「刑事化」― 垂直的秩序構造の認識と影響

Criminalization of International Law

５０２０９１９４研究者番号：

古谷　修一（Furuya, Shuichi）

研究期間：

１５Ｋ０３１４６

平成 年 月 日現在３０   ６ １４

円     3,400,000

研究成果の概要（和文）：　現在の国際法においては、裁判を実施する国際機構と責任が追及される個人との間
に垂直的な法関係が想定される国際刑事裁判が、主権国家の並存という社会関係を反映して、水平的な法関係を
基礎とする伝統的な国際法規範に影響を与え、垂直的な国際秩序認識を基盤とするさまざまな国際法現象が発生
している。これは、国際法の「刑事化」（criminalization）と評すべき現象である。

研究成果の概要（英文）：Under the current international law, international criminal justice which is
 based on the vertical legal relations between international criminal judiciaries and responsible 
individuals has been giving a great impact on the traditional norms on international law which are 
based on the horizontal relations of sovereign States. This generates various unique phenomena of 
international norms based on the vertical image of international order, which can be regarded as“
criminalization”of international law.

研究分野：国際刑事法
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１．研究開始当初の背景 
（１）国際刑事裁判においては、裁判を実施
する国際機構と責任が追及される個人との
間に、国内社会におけると同様の垂直的な法
関係（vertical relation）が想定される。他方、
伝統的な国家間関係に適用される国際法は、
主権国家の並存という社会関係を反映して、
水平的な法関係（horizontal relation）を基礎と
している。前者が一定の行為の責任
（accountability）を追及するという指向性を
強く持っているのに対して、後者は紛争の回
避・平和的な解決（conflict-resolution）を主眼
とする。前者は刑事法に特有の強制性や無差
別性（画一性）を内包し、また刑事裁判機構
の存在を前提とすることから、国際法が裁判
規範として機能する側面が強調される。これ
に対して、後者はむしろ紛争解決方法を当事
者の意思に任せる任意性を内在させ、個々の
紛争に固有の事情に柔軟に対応する可能性
を残している。また、必ずしも裁判で解釈・
適用されることが前提ではなく、むしろ国際
関係における国家の行動を規律する行為規
範としての性格を強く有する。 
従来、前者は個人の刑事責任に関する国際
法であり、後者は国家間を規律する国際法で
あって、論理的には両者は独立して存在する
と考えられてきた。しかし、現実には両者は
深く交錯するようになっている。近年、国際
刑事裁判所（ICC）は国家の統治システムや
軍組織など階層的に組織化された機構全体
を、政治・軍事指導者の利用可能な装置
（apparatus）として把握し、その装置を使
用して犯罪を行う者の責任を認定している。
かかる論理の展開は、国家の統治制度その
ものを個人責任の基盤とする点で、その内
実は国家等の組織の行った行為の責任を個
人に負わせるといった論理構造に等しい。
このため、個人と国家とを完全に分離し、
各々に適用される法の内容を峻別すること
は困難となる。 
（２）国家間の水平的秩序と個人と国際裁判
機構の間の垂直的秩序は影響を与え合う関
係にあり、しかも両者が交錯する局面では、
徐々に後者が前者を駆逐する傾向が見られ
る。この傾向が伝統的な国際法の構造に与
えつつある影響は、三つの側面に現れる。
第１に、個人責任と国家責任の重ね合わせ
によって、責任追及を優先する考え方
（accountability-oriented thinking）が、国家
間関係においても比重を増している。従来、
国家責任法の体系は必ずしも現実の国際関
係において実務的に機能してきたわけでは
なく、外交的な交渉（妥協）によって紛争
が解決される局面は多く見られた。しかし、
重大な人権侵害・人道法違反に関して個人
責任を追及する傾向が強くなるに伴い、こ

れを政治的交渉・妥協によって解決する選
択肢は狭められている。このため、個人の
責任が問題となりうる事態にあっては、国
家の責任を無視することが困難となる。法
的評価に基づく国家責任の可否を考慮して、
国際関係が動く可能性が高くなっているの
である。第２に、責任追及の指向性は、紛
争の「解決イメージ」の変化を呼び起こし
ている。今日、市民社会の声を体現する
NGOなどは、対話による平和・安定の実現
あるいは漸進的な改善ではなく、むしろ公
正な責任追及による正義の即時的な実現を
求める傾向を強くしており、それは現実の
国際関係において無視できない状況になっ
ている。こうした動向は、法内容の履行確
保措置において、司法的解決への傾斜と責
任究明的な手続の選択をもたらしている。
第３に、国際社会における垂直的な秩序の
認識が高まることによって、国家と国際機
構との関係にまで拡張し、後者が前者の内
政深部の問題に関わり、時にその改革に直
接携わるといった介入的性格を持った国際
法規範を生み出している。 
（３）これらの動向は、国内の刑事司法の特
徴あるいはイメージが、国際刑事裁判の隆盛
とともに国際法一般に投影された結果と見
ることができ、そうした意味で国際法の「刑
事化」（criminalization）と評すべき現象であ
る。国際法は伝統的に国内法アナロジーの下
で発展してきた経緯があり、そのため国内裁
判のモデルに引きずられた思考様式が内在
すると批判されてきた。しかし、そこでのア
ナロジーは当事者自治を基盤とする民事的
法律関係をイメージするものであったのに
対し、近年の動きはむしろ刑事司法の強制性
や画一性が色濃く反映されている点に特徴
があり、そうした法制度のイメージを帯びて
国際法が変化し、あるいは変化しつつあるこ
とを示すものである 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は、国際法の刑事化の動態を実
証的に把握するとともに、その内実を理論化
することを目的としている。このために、法
が機能する秩序認識として、「水平的秩序構
造モデル」と「垂直的秩序構造モデル」とい
う二つの理論モデルを想定し、これを通して
具体的な国際法現象の分析を試みた。また、
機能的分析視角として、①法に期待されてい
る役割・目的の観点から「紛争処理指向性」
と「責任追及指向性」、②法が国内法秩序と
の関係で果たす機能の観点から「調整の国際
法」と「介入の国際法」といった分析概念を
用いている。 
（２）ここで検討対象とされたのは、二つの
側面の国際法現象である。第一は、裁判所‐



個人（被告人）の垂直的関係が、国際刑事裁
判に内在する裁判所‐国家（非締約国も含
む）の関係にまで派生・拡張していると考え
られる側面（内在的派生）である。第二は、
国際刑事裁判と密接に関連するが、それ自体
は ICCの外で機能している国際法制度に垂直
的関係への移行が見られる側面である（外部
規範への拡張） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
３．研究の方法 
（１）本研究は、国際刑事裁判において裁判
所と被告人・容疑者（個人）との間に発生す
る垂直的関係が、国家間の水平的関係に投影
される「刑事化」現象を実証的に検討した。
その際、水平的秩序構造モデルから垂直的秩
序構造モデルへの移行を示す分析視角とし
て、第一に、国際法規範あるいは国際法制度
が紛争に対峙する際に、どのような目的を体
現しているのかという観点から、「紛争処理
指向性」と「責任追及指向性」という指標を
立てた。前者は、紛争の防止や平和的な解決
を指向し、紛争当事者間の妥協や融和を実現
する筋道を提供することを目的とする国際
法規範の性格を表す。後者は、厳格な法の適
用により責任の所在を明確化し、さらに被害
者（国）に対する正義の実現を目的とする特
徴を示している。 
（２）第二に、国際法が国内法体系や国内社
会の実質にどの程度深く介入し、目的を達成
することになるのかという観点から、「調整
の国際法」と「介入の国際法」という指標を

立てた。前者においては、国際法は統一的な
基準を示し、国家間の行動を調整することを
主要な機能とし、これに伴う国家の法制度の
整備や社会制度の改変などは、あくまでも当
該国家自身の政策に委ねられる。一方、後者
においては、国際法が国内法制度の具体的な
内容や社会構造の根幹に関わる問題に直接
に関与し、その改変を進めてゆくことになる。 
 
４．研究成果 
（１）こうした「刑事化」の現象について、
本研究は以下の４つの事象に焦点を絞り検
討を行った。その成果として、「内在的派生」
の事例として、①締約国の刑事管轄権を優先
することに主眼があった補完性の原則が、締
約国の刑事管轄権行使の実効性を高めるた
めに、ICCが締約国内の司法制度への介入（評
価、改善のための援助・支援）を正当化する
論理へと転換し、「積極的補完性」（positive 
complementarity）の実行を生み出したことを
実証した。さらに、②非締約国であるスーダ
ンのバシール大統領に対する逮捕状のマラ
ウィ共和国による不履行を裁定した ICC・予
審裁判部決定等を詳細に分析し、ICCへの国
家の協力義務が、「国際社会の刑罰権」（jus 
puniendi of the international community）の執行
として認識され、これに立脚した協力義務の
理論化が行われるようになり、ICCの介入的
な性格が強く打ち出される結果となってい
ることを解明した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）加えて、「外部規範への拡張」の側面
として、③安保理の実施する近時の事実調査
の実行を検討し、これがアドホックな刑事裁
判所を設置するため、あるいは ICCに事態を
付託するための準備的調査として機能する
傾向を明らかにした。さらに、シリアに対す
る調査委員会（Commission of Inquiry, COI）
に代表されるように、安保理の機能不全（こ
れに伴う、ICCへの非付託）を補う形で、人
権理事会が COI を使って人権侵害状況の責
任追及を行うメカニズムとしても機能する
ことを解明した。こうして、紛争解決の伝統
的な手法の一つである審査（inquiry）あるい
は事実調査（fact-finding）が、「中立的な事実
の究明」から「刑事責任を立証するための証



拠収集」へと転換しつつあることを示し、こ
うした新しい事実調査の目的が、紛争当事者
間の交渉による解決を誘引するために事実
を鮮明にするという旧来の事実調査の機能
とは一線を画する意義を持つことを明らか
にした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また、④国内司法においても、国家間の水
平的秩序を象徴してきた主権免除に関する
国際法規範が、責任追及の旗印のもとで動揺
し、部分的に免除を否定する方向に傾斜しつ
つある点を分析した。逮捕状事件において、
国際司法裁判所（ICJ）は伝統的な国家元首等
の他国管轄権からの免除を再確認したが、
ICCの活動と平行して、（元）国家元首等を国
内裁判で訴追する動きは依然として活発で
あり、この動向の背後にある国際秩序認識の
変化を考察した。 
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